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論　説

林　　嶺那・深谷　　健・箕輪　允智
中嶋　茂雄・梶原　静香　　　　　　

　１．はじめに

　特定のトピックに関する人間の態度、認識、価値観などを総体的に明らかに

する手法としてQ方法論（Q methodology）が近年注目を集めている。Q

方法論とは、１人の人、あるいは複数の人々が有する主観的な考え方

（subjectivity）に焦点を当てて、仮説構築的にその中から主要な視点を抽出

することを目的に考案された、定性・定量の両面を加味した研究手法である。

日本ではQ方法論に基づく研究（Q study）（以下「Q研究」）１はまだまだ少な

いものの（岡本, 2011 ; 松澤ほか, 2019 ; 特別区制度研究会, 2020）、海外にお

いては幅広い分野において様々な対象にQ研究が実施されている。例えば、騒
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音問題（Kroesen & Bröer, 2009）、環境問題（Cuppen et al., 2010）、看護

（Killam et al., 2013）、気候変動（Lo, 2013）、ソーシャルワーク（Ellingsen 

et al., 2010）、 保 健 福 祉（Exel et al., 2007）、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

（Giannoulis et al., 2010）、教育（Chen et al., 2015）、医療（Truijens & 

van Exel, 2019）、公務員（Brown et al., 1999）などである。特定の政策問

題に関する人々の意識に着目すれば、政策的な含意を得ることができる

（Jadeloo et al., 2010 ; Nordhagen et al., 2017 ; Ockwell, 2008）２。自らの政

策選好を自覚することは一般の人々には難しい問題であるが、Q方法論を利用

することで人々が有する政策上の優先順位を総体として客観的に明らかにする

こともできる（Alderson et al., 2018）。

　実に多様な研究が実践されているQ方法論であるが、本格的に注目を集める

ようになったのは歴史を振り返ると比較的最近のことである。もともとQ方法

論は1930年代に開発された心理学に由来する手法である（Stephenson, 

1935）。しかしながら、技術的な観点から多くの批判を浴びるようになり、

20世紀中葉にはQ方法論に対する関心は低下していった。Q方法論が再び注目

を集めるようになるのは1990年代以降で、とりわけ研究数が本格的に増大す

るのは2000年代に入ってからである（Brown et al., 2015 ; Enzerink, 2016 ; 

１　Q方法論を構成する手法を部分的に採用している研究も本稿ではQ研究に含め

ている。例えばO’Reilly et al.（1991）はQ分類データを利用する一方で、Q方

法論的因子分析やその後のインタビューを実施していないが、本稿ではQ研究の

一つとみなしている。

２　例えば、あるトピックに関してどういった問題があるのか、その解決策は何か

の２つの点についてQ研究を行うことで、人々の認識の中でどのような問題と解

決 策 が セ ッ ト に な っ て い る の か が 解 明 で き る（Carmenta et al., 2017 ; 

Chamberlain et al., 2012 ; Lundberg, 2019 ; Mattson et al., 2011 ; McHugh et 

al., 2019）。
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Zabala et al., 2018）。一つの重要な契機は、1990年前後から学術界全体で始

まった混合手法に対する関心の高まりであった（Creswell, 2010）。Q方法論

の混合手法としての特質が再評価されるようになったのである（Susan 

Ramlo, 2016）３。　

　しかしながら、それだけではない。Q方法論への関心の高まりの背景には、

それまで加えられてきた批判に対し、技術的な改善によって応えようとする諸

研究の存在がある。本稿の目的は、こうした技術的な改善に関するQ研究の展

開をレビューすることである。

　本稿の意義は、Q方法論の技術的な改善に関する動向に焦点を絞り、そこで

の主要な問題を扱ったレビュー論文であるという点にある。Q研究に関するレ

ビュー論文はいくつか存在するものの（Dziopa & Ahern, 2011; Kampen & 

Tamás, 2014 ; Zabala et al., 2018）、それらはサンプル数や分析手法などに関

してQ研究の全体的なトレンドを紹介するものであり、Q方法論に対する技術

的な観点からの批判に、Q研究がどう応えようとしているのか、という先端的

な議論を十分紹介できていない４。つまり、Q研究の全体的な動向ではなく、

技術的な改善に積極的に取り組んだ先駆的な研究が、本稿の主要な対象とな

３　Susan Ramlo（2016）やRamlo & Newman（2011）は、Q分類データとい

う定量的データと、インタビューという定性的なデータの組み合わせという点

のほかに、存在論や認識論等の観点からQ方法論の混合手法としての位置づけを

整理している。ただし、Q方法論の哲学的基礎は、その他の研究アプローチとは

異なり、定性・定量研究の混合として理解されるべきではない、というより踏

み込んだ立場も存在する（Stenner, 2009, 2011）。

４　Q方法論の技術的な問題に関しては、Kampen & Tamás（2014）とBrown 

et al.（2015）との間で展開されたやり取りが参考になる。双方の議論にやや行

き過ぎた点があることは否めないが、これらの論文から主要な論点を概観する

ことはできる。
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る。

　本稿の構成は以下の通りである。まずQ方法論の概要について述べる５。そ

の際、Q方法論について指摘されてきた技術的な課題についても触れる。次に、

こうした方法論的な課題に対処しようとする諸研究をトピックごとに紹介す

る。すなわち、1)Qセットの作成方法、2)因子分析とそれに関連する方法、3)

アンケート手法を組み合わせた知見の一般化、4)調査コストの削減、の4点で

ある。最後に、Q方法論を利用した研究の展望について述べる。

　２．Q方法論の概要と課題

2.1. Q方法論の概要

　Q方法論とは、Stephenson（1935, 1953）によって開発された、人間が有

する視点の特徴をその総体として明らかにしようとする研究手法を指す

（Watts & Stenner, 2012, Intro）。一般的に採用されている手順を簡単に述べ

れば、以下の通りである。まず、あるトピックに関連する人々の視点を解明す

るために必要なアイテムのセットであるQセット（Q set）ないしQサンプル

（Q sample） を 作 成 す る。 次 に、Pセ ッ ト（P set） な い しPサ ン プ ル（P 

sample）と呼ばれる研究の対象者が、そのアイテムの束を一定の分布に従っ

て並べる。これをQ分類（Q sort）と呼ぶ。このQ分類によって定量的なデー

タを集めた上で、変数間ではなく個人間の相関に着目した因子分析を行い、

人々が有する主要な視点の抽出を行う。併せて、インタビューなどの定性的な

５　Q方法論のより詳しい内容を知りたい場合には、概説書としてはMcKeown & 

Thomas（2013）やWatts & Stenner（2012）がある。概説論文として日本語

では林ほか（2020）が、英語では以下がある（Alderson et al., 2018; Baker et 

al., 2006 ; Brown & Good, 2010 ; de Graaf & van Exel, 2008 ; van Exel & de 

Graaf, 2005 ; Webler et al., 2009）。
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手法も組み合わせてその視点が有する意味の解釈を行う。以上を通じて、人々

が特定のトピックについて有する視点を総体的かつ豊かに解明することがQ方

法論の目的である。

　一般的な統計分析においては、人間を構成する諸要素を測定した変数相互の

関連性の解明が目的となる。Q方法論は、要素還元的なこうした手法に対して

批判的であり、人間を全体として理解するべきであると考える。個人が有する

態度や視点を総体的にとらえ、その差異を明らかにすることがQ方法論におい

ては目指される。方法論（methodology）という用語が特に使用されるのは、

Q方法論が人間の存在に関する哲学的な基礎を有するアプローチを採用してい

るからである（野村, 2017）６。

　より具体的に標準的なQ方法論の手順を紹介する。まず、どういったトピッ

クに関するどういった人々の視点の抽出を目指すのかを明確にする。扱いたい

トピックと研究対象として想定する人々が確定されれば、次に、Qセットの作

成に移る。特定のトピックに関する人々の意見や考え方の集合をコンコースと

呼ぶが（van Exel & de Graaf, 2005）、このコンコースを十分代表するよう

なQセットを作成できるかどうかがポイントとなる。アイテムの数は40から

80個程度が相場である（Curt, 1994）。

　アイテムは絵や写真であっても構わないが７、殆どの研究はアイテムを文章

（statement）にし、そうした文章をカードに印刷して研究を実施する。コン

コースを十分代表するアイテムは数が多くなりがちで、質問紙を使ってQ分類

６　人間の視点に関する測定技術としてのQ分類のみを利用する研究も存在する

（O’Reilly et al., 1991）。この種の研究に対してはQ方法論が前提とする認識論

や存在論を共有していない、単なるQ技術（Q technique）であるとして批判的

に論じられることがある（Ramlo, 2016）。

７　例えば写真を使った研究は視覚的Q方法論（visual Q methodology）と呼ば

れる（Hawthorne et al., 2008 ; Kerr & Swaffield, 2012 ; Lu et al., 2018）。
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を実施することは一般的に難しい。また、Q方法論は個々のアイテムではなく

アイテム間の位置関係の全体に関心を持つから、参加者がアイテムを相互に比

較し、逐次並べ替える作業が可能でなくてはならない。多くのQ研究でカード

の形式が採用されているのはこうした事情によるが、このことは調査コストを

大きくし、扱うPセットの数を小さくする方向で作用する。

　次に、研究対象として想定した人々の意見の多様性を十分に拾い上げること

ができる人のサンプル（PセットないしPサンプル）を選び出す８。Pセットの

作成におけるQ方法論の大きな特徴は、サンプル数に対する関心の低さであ

る。変数間の相関に着目する一般的な統計分析においては、母集団全体への一

般化を目指すため、適切にサンプリングが実施されているならば、より多くの

サンプル数が望ましいとみなされる。他方、標準的なQ研究は、母集団への一

般化に関心が低く、特定の人々の特定の視点の解明に強い関心を持つ（Watts 

& Stenner, 2012, chap. 4）。したがって、多くのQ研究では、非常に少ないサ

ンプルに対して集中的に分析が行われる（Carlson & Hyde, 2003）。

　こうしてQセットとPセットが決まれば、Q分類の実施へと移行する。参加

者は、「重要性が高い」から「重要性が低い」、「最も同意する」から「全く同

意しない」といった一次元で、０を含み±４から±６までの正規分布に近い分

８　したがって、母集団の中で平均的な特徴を示すサンプルではなく、異なる視点

を十分に取り出すことができそうな、母集団の中での多様なサンプルを慎重に

選ぶ必要がある（McHugh et al., 2019 ; Dennis, 1986）。例えばAhmed et 

al.（2012）は、イギリスでの出生前診断に対する態度に関するQ研究であるが、

そのPセットは各人種の対人口比に応じて選ばれているわけではなく、黒人、ム

スリム、カリブ系などのマイノリティを積極的にサンプルに組み込んでいる。

こうした倫理的な問題には人種が大きな影響を及ぼすため、そうした重要な変

数を最大限考慮した多様性の抽出が目指される。



Q方法論の技術的な改善の動向に関するレビュー　（林　嶺那・深谷　健・箕輪　允智・中嶋　茂雄・梶原　静香）

－　　－7

布を使って９、Qセットの配置作業を行う。Q分類で利用される分布のことをQ

分類分布（Q sort distribution）と呼ぶ。例えば、ある参加者に対し、47枚の

カードを利用してQセットを11段階（- ５～５）の分布に並べるよう求めたと

する。そうした場合に得られるQ分類の例が図１である。各列に置かれたアイ

テムは等価に評価されるから上下関係に意味はない。こうして集められたデー

タのことをQ分類データと呼ぶ。

　その後、Q方法論的因子分析によって因子を抽出し、各因子に解釈を施して

９　参加者が分布の形を自由に決めるアプローチも存在するが（Bolland, 1985）、

多くのQ研究では慣習的に正規分布に近い形が採用されている。Kampen & 

Tamás（2014）は、強制的に分布を設定することが、参加者の意見表明の自由

度を低下させると批判する。他方で、Brown（1980, pp. 265-267, pp. 288-

289）は、たとえ分布を限定してもQセットの並べ替えには膨大な組み合わせが

存在するため十分な自由度があるし、分布の形は分析結果に大きな影響を及ぼ

さないため大きな問題にはならないと主張している。Cottle & McKeown

（1980）も、分布の形状がQ分類の結果に対して有する影響は小さいと述べてい

る。

　図１：Q分類の例。
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いく。まず、参加者全員のQ分類が終了すれば、その結果を定量的なデータに

変換する。図１の例でいえば、41、25のアイテムには５、21、13、26のアイ

テムには４という形で数値を割り振っていく。次に、Q方法論的因子分析を行

う。一般的な因子分析の場合は、変数間の関係性に着目し、それら諸変数をう

まく説明する潜在変数の発見を目指す。これに対しQ方法論的因子分析におい

ては、Q分類データを用いて人が有する視点相互の相関をうまく説明するよう

な潜在的な視点の抽出を目指す。個人を諸変数に分解するのではなく、人が有

する視点を総体として評価し、その特徴をうまく説明する類型的な視点を導出

することが目的となる。

　具体的には、Q分類データを使って因子を抽出したのちに、それぞれの因子

に有意な因子負荷量を有するQ分類データを使って、各因子が示す視点の推定

を行う。その際、各因子の特徴を強く示すQ分類データについてはより大きな

重み付けを行うという操作を施す。そして各種操作を行った上で、Zスコア（z 

score）と呼ばれる各因子におけるそれぞれのアイテムの重要性を示す指数を

算出する10。このZスコアは平均０、分散１で標準化されている。

　このZスコアを元にして、各因子が示す類型的な視点は一つのQ分類データ

に落とし込まれることが多い。こうしてできたQ分類データのことを因子配置

（factor array）と呼ぶ。当該因子の特徴を純粋に示す者がQ分類を行った場合

のアイテムの配置と考えれば理解しやすい。各因子配置におけるQ分類分布上

の値のことを因子スコア（factor score）と呼ぶ。

　因子の抽出を行ったら、Q分類後に行われるインタビューの結果を踏まえて

因子の解釈を行う。各因子の特徴を最も強く示すサンプルに対して集中的にイ

ンタビューを行うことが一般的である。そうしたインタビューの中で参加者は

10　このZスコアの具体的な算出方法については、林ほか（2020）を参照してほ

しい。
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自分自身の視点のまとめ、特徴的な位置においたカードに関する細かな認識の

説明を行う11。

2.2. Q方法論の技術的課題

　Q方法論は、主観的な考え方の体系的かつ客観的な研究を可能にするアプ

ローチとして多くの研究者によって利用されてきた（Brown, 1993）。しかし

ながら、Q研究には以下のような技術的な課題も存在してきた12。第一に、Q

セットの作成方法についてである。視点を抽出する際の出発点となるQセット

であるが、どういった情報源からどのような手続きで収集されたのかが不明瞭

な場合も少なくない（Wittenborn, 1961）13。コンコースの構築からQセット

11　各因子の抽出を行った後、ある因子の特徴を強く示すことが分かった参加者

に対して当該因子の特徴を記述した文章を送り、その内容と自分自身の考えが

どれだけ合致するのかを確かめることで分析結果の妥当性をテストする場合が

ある。これをメンバーチェック法と呼ぶ（Palmer, 2013）。

12　本文中で挙げた論点以外にも、どのように混合研究手法としてQ方法論を精緻

化するのかという課題もある。こうした課題に取り組んだ優れた研究の例とし

てはPeci & Pulgar（2019）がある。Peciらは、会計検査機関が何に対して忠誠

を向けており、それが検査結果にどの程度反映されているのかをQ方法論をベー

スにしつつトライアンギュレーションの手法を使って明らかにしている。トラ

イアンギュレーションとは、研究の妥当性を高めるために複数の検証方法を組

み合わせる混合手法の一種である。Peciらは、職場への参与観察、インタ

ビュー、会計検査機関の報告書の内容、その他二次資料を重層的に組み合わせ

た３年以上に及ぶ研究を通じて、ブラジルとチリの会計検査機関の忠誠のあり

方と、それを生み出す環境条件、そうした忠誠のあり方がもたらす検査結果へ

の影響を多角的に論じている。

13　例えば、Zeemering（2009）は「持続可能性」という言葉の意味に関する認

識の多様性を抽出するために36の文をQセットとして利用している。しかしな

がら、いくつかの情報源を組み合わせて代表的なものを選択したと述べられて
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の具体的な作成に至る過程をどのように客観化するのかが問題となる。

　第二に、データの分析方法についてである。主観的な考え方の類型的な導出

には、Q方法論的因子分析が利用される。その際、標準的なQ研究において利

用される手法には一定の偏りがあり、一般的に利用されている因子分析のトレ

ンドとは乖離が見られる。また、多くのQ研究では、分析の結果に対する信頼

性が十分に検証されてこなかった。こうした因子分析とそれに関連する手法に

関しての最近の議論を紹介する。

　第三に、知見の一般化についてである14。Q方法論は、少数のサンプルに対

してインテンシブな調査を行い、人々の視点の多様性を詳細に明らかにする。

しかし、その知見が、対象としたサンプル以外にどこまで拡張できるのかは明

らかではない。知見の一般化の限界という問題に、Q研究はどのように取り組

んできたのか。21世紀に入って増え始めているアンケート手法を組み込んだQ

研究の動向について論じる。

　第四に、調査コストについてである。Q分類においては、Qセットを構成す

るアイテムの全体を見渡しつつ、相互に細かく比較することが求められてい

る。そのため一般的にはカードを利用し、対面で細かな指示が研究参加者に対

し与えられる。結果的に、データの収集には多大な労力がかかるため、これま

でのQ研究では大規模なデータセットの作成は一般に難しかった。こうしたQ

研究の問題に対処するため、より簡便に調査を実施する方法が模索されてき

た。とりわけ近年の情報技術の発達に伴い、オンラインを通じてQ分類データ

いるのみで、その具体的な作成方法は不明である。

14　ただし、あるQ分類データを分析した結果得られた類型が、研究対象としたサ

ンプル以外にも当てはまる妥当なものであるかどうかを検証する方法は、いま

だ十分に開発されていない。ここでいう一般化は、Q研究を通じて導かれた類型

が、母集団においてどういった分布を示すのかを明らかにし、そうした類型が

いかなる変数と連関しているのかを検証する、という意味である。



Q方法論の技術的な改善の動向に関するレビュー　（林　嶺那・深谷　健・箕輪　允智・中嶋　茂雄・梶原　静香）

－　　－11

を効率的に収集することが可能となっている。こうした調査コストの低減を目

指した近年の研究についてまとめる。

　３．Qセットの作成方法

　適切なQセットの作成

は、客観的に主観性を解明

する際の礎石となるが、そ

の作成手続きが十分定式化

されてこなかった点にはし

ばしば批判が加えられてき

た（Kampen & Tamás, 

2014）。ある特定のトピッ

クに関して人々が持ちうる

意見の集合がコンコースで

あり、そうしたコンコース

をQセットは十分に代表する必要がある。こうしたQセットを作成するための

手続きをPaige & Morin（2016）により提起されている枠組み（図２）に従っ

て論じる15。

　第一のステップは、Qセットに先行するコンコースの設計である。特定のト

ピックに関連する様々な言明を、先行研究だけではなく、インタビュー、雑誌

などの多様な情報源から収集する。インタビューを行う相手は、研究が想定す

る対象集団の特徴に配慮して選定する必要がある。何よりも多様な意見を収集

15　Qセットの作成の基本的な手続きについては、以下の文献も参考になる

（Kenward, 2019 ; Watts & Stenner, 2012, chap. 3）。

1

2 Q

3 Q

4

Q

　図２：Qセットの作成手順。Paige and Morin

（2014）から一部改変しつつ筆者作成。
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する必要があるため、対象集団の中では少数派に当たる人々に対しても丁寧に

聞き取りを行うことが望ましい。

　第二段階は予備的なQセットの作成である16。Qセットの作成方法は大きく

構造的アプローチと非構造的アプローチに区分される。前者における代表的な

方法としてはFisherのバランス化ブロック法（Fisher’s balanced-block）が

ある。特定のトピックに関する概念を整理して、それぞれの概念に対応するア

イテムをほぼ同数採用するという方法である。

　複数の次元に関して異なる水準を整理し、より体系的にアイテムを選択する

方法もある（Dryzek & Berejikian, 1993）。例えば、Paige & Morin（2016）

は、看護シミュレーションに関する考え方についてのQセットを作成する際

に、教育上考慮するべき問題と看護シミュレーションに関する特徴という２つ

の次元を設定し、前者を３つの水準、後者を５つの水準に整理している。これ

ら２つの次元を組み合わせれば３×５＝15の要素が得られる。Paigeらはそれ

ぞれの要素に４つずつのアイテムを割り振ることで、合計60からなるQセット

を作成している。こうすることで漏れの少ないQセットを設計することができ

る。

　第三段階は、専門家によるQサンプルの評価である。研究で扱うトピックに

知悉した外部の専門家に、事前に設定したいくつかの項目に沿ってQセットの

質を評価するように依頼する。例えば、各アイテムについては読みやすさ、明

晰さが、アイテム全体については十分な多様性と包括性があるかが評価基準と

なる。こうした基準に基づきPaige & Morin（2016）は、内容妥当性指数

16　既存の研究で用いられているリカート法に基づくアイテムをそのまま使用す

ることもある。例えば、公務員の動機づけに関するQ研究を行ったBrewer et 

al.（2000）は、Perry（1996）によって提案された公共サービス動機づけ

（Public Service Motivation）に関する６次元の40アイテムをQセットとして使

用している。
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（content validity index）というスコアを提案している。こうしたスコアを使

えばアイテムの取捨選択をより客観的に行うことができる。

　第四段階は、パイロット調査である。研究が想定する人々の中から協力者を

得てQ分類を試行的に実施する。時間がかかりすぎないか、わかりにくい点が

ないか、などをチェックする。Akhtar-Danesh et al.（2008）は50項目から

なるQセットのQ分類には平均して30分から60分ほどかかると述べている。し

たがって、１時間を超えるQ分類は調査コストの観点で望ましいとは言えない

であろう。

　第三段階と第四段階の結果を踏まえて、アイテムの修正が必要となったらま

た第二段階に戻る。これを繰り返して、コンコースを十分代表し、包括的で、

無駄の少ないQセットの作成を目指す。こうしてQセットが完成すれば、Q分

類の実施に入る準備は終了である。

　近年は論文の中で、Qセットの作成手続きが丁寧に示される例も増えている。

例 え ば、Silvius et al.（2017） は 各 ア イ テ ム の 原 典 を 明 示 し て い る し、

Galekop et al.（2019）は、そうした原アイテムに対してどういった理由でい

かなる修正を施したのかも明らかにしている。Qセットの作成手続きをより客

観化しようとする努力の表れである。

　４．因子の抽出法、回転法、信頼性

4.1. 抽 出 法

　Q研究における因子分析の大きな特徴は、セントロイド法という他の領域で

は殆ど利用されなくなった因子抽出法が広く用いられているという点にある

（Akhtar-Danesh, 2017a）17。セントロイド法は、初期因子解の計算手法とし

17　Ramlo（2017）は、Q方法論研究者が有する因子分析に関する手法上の選好
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て古くから使われてきた。計算量が比較的少なくて済むという実践的な有用性

はあるものの、コンピューターが導入されるようになるとほとんど姿を消し

た。主因子法と主成分法は因子負荷量の二乗の合計の最大化を図るが、セント

ロイド法は負荷量の合計ないし平均の最大化を目指す。主因子法の近似を与え

ることで知られているが、直交因子を求める主因子法と異なり、セントロイド

法は非直交因子の抽出を行う。とはいえ、通常、無視できる程度の非直交性で

ある。

　セントロイド法がQ研究で使用され続けている理由には、方法論的な単純性

のほかに、因子得点の計算に関する不定性が指摘されている（Brown, 1980, 

pp. 32-33 ; Brown et al., 2015）。Brown（1980, pp. 201-247）は、Q方法論

的因子分析において最も重視されるべきは、データが生成される文脈において

十分妥当な解釈を施すことが可能な因子を抽出できているかどうかであり、柔

軟に解を導き出すことができるセントロイド法は抽出法として望ましいと述べ

る。こうした立場からすると、数学的に唯一最善の解を求める主成分法は、望

ましくないこととなる（Watts & Stenner, 2012, chap. 5）。

　Q方法論に特化したソフトウェアであるPQMethod、PCQ、Q-Assesssor、

Ken-Q Analysisなどでは、セントロイド法が抽出法の主要なオプションとし

て組み込まれている。PCQに至っては選択可能な抽出法はセントロイド法の

みである。SPSS、R、Stata、SASなどの主要な統計ソフトで利用可能な最尤

を調査している。Q方法論を通じた主観の科学的研究を目指す学会International 

Society for the Scientific Study of Subjectivity（ISSSS）のメーリングリスト

であるQ-METHOD listservを介して63名に対する調査を行ったところ、Q研究

に際して、約半数が主成分法、約３割がセントロイド法の使用を好むというこ

とが分かった。ただし、1990年代以降の環境保護研究におけるQ研究をレビュー

したZabala et al.（2018）によるとセントロイド法を利用していた研究は全体

の５％に過ぎなかった。
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法、主因子法、イメージ因子法などの手法は、これらのソフトウェアでは利用

できない。逆に、Q研究でよく用いられるセントロイド法は、多くの統計ソフ

トでは提供されていない。

　他方で、因子得点の不定性は他の抽出法にも共通する問題であり、セントロ

イド法をことさらに用いる統計的な理由は見当たらないと批判的に論じる者も

いる（Akhtar-Danesh, 2017b）。そうであるならば、それぞれの研究目的に

応じて主因子法や最尤法などの抽出法を選択することが求められることにな

る。ただし、最尤法は、サンプルサイズが小さいときに不適解（いわゆるヘイ

ウッドケース）を導きやすい。そのため、一般的に小さなサンプルを扱うこと

の多いQ研究では適さない場合が多い。

4.2. 回 転 法

　何らかの手法で抽出された因子は、それ自体としては解釈が難しいことが通

常である。そこで回転と呼ばれる方法を組み合わせることが一般的である。こ

うした回転法にもQ研究には特徴がある。それは手動による回転がしばしば行

われているという点である18。PQMethodなどのQ方法論に特化したソフトウェ

アを使えば手動による回転が実施可能であるが、RやStataなどの主要な統計

ソフトではこうした手動による回転を選択することはできない。また、回転法

にはエカマックス法、クォーティマックス法など様々な種類が存在するが、

PQMethodなどのソフトウェアではそれらの回転法は利用できない。

　Q研究においてしばしば手動による回転が採用されるのは、先に述べた通

り、Q方法論においては柔軟な因子の導出が重視されるためである（Sue 

Ramlo, 2016）。分析者は興味深く説得的な結果が得られるまで手動によって

18　一度バリマックス回転を行ってから、手動での回転を行う場合もある（Ulu  

& Cohrs, 2016）。
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回転を行うこととなる。Akhtar-Danesh（2017b）は、こうした手法が主観

的であるとして批判し、研究目的に合わせてその他の回転法を選択するべきで

あると述べる。例えば、クォーティマックス法は因子数を最小化する直交回転

法であり、少数の因子の導出に優れている。Pセットに存在する一般的な因子

の発見を目指しているなら、この回転法が適切である。他方、バリマックス法

を使うと、一般的な因子というよりもそのバリエーションを見つけ出そうとす

る。視点の多様性の解明を目指すならこの手法がより適切ということになる

（Akhtar-Danesh, 2017a）。

　クォーティマックス法やバリマックス法は、直交回転法の一種であるが、因

子が相互に無相関であるという仮定には批判もありうるであろう。そこで斜交

回転法を用いることも考えられる。斜交回転はより単純で解釈が容易な構造を

与えることが多いというメリットがある。ただし、相関を認めた結果、因子配

置の両端に位置するような各因子において最も重視されている、あるいは重視

されていないアイテムに重複が見られるかもしれない。その結果、むしろ解釈

が難しくなることも考えられるからケースバイケースである。

4.3. 信 頼 性

　Brown（1980）は、Q方法論的因子分析においては多様な視点が安定的か

つ再現可能な形で抽出できているかが重要なポイントになると述べている。因

子の信頼性の問題である。こうした重要性にも関わらず、測定誤差によって結

果がどの程度動揺するのかという問題はQ方法論において長らく十分に論じら

れてこなかった（Fairweather, 2001）。

　こうした結果の信頼性の検証を、ブートストラップ法を組み込むことで実現

したのがZabala & Pascual（2016）である。ブートストラップ法とは、観測

したデータから標本抽出によって疑似的なデータセットを生成するサンプリン

グ法を指す。このブートストラップ法を利用することで、統計的誤差の範囲や

統計量の分布の推定を行うことができる。小さなサンプルを扱うことの多いQ



Q方法論の技術的な改善の動向に関するレビュー　（林　嶺那・深谷　健・箕輪　允智・中嶋　茂雄・梶原　静香）

－　　－17

方法論にとって、そうした場合でも

正確な標準誤差を算出できるという

ブートストラップ法のメリットは大

きい。Rで提供されているqmethod

というパッケージによって同手法は

実行可能である。

　例えばZabala et al.（2017）は、

小土地所有者が環境保護に関して有

する意識についてQ研究を行ってい

る。彼女たちは、ブートストラップ

法を用いて各因子のZスコアをその

標準誤差とともに図３の通り示して

いる。Zスコアの高低だけではなく、

どの因子のZスコアが他の因子と有

意に異なる値を示しているのかがこ

の図からは明確に読み取ることがで

きる。こうした結果の安定性を考慮

することでより妥当な解釈を施すこ

とが可能となる。近年、同手法を用

いたQ研究もいくつか登場しており

（Carr, 2019; Sy et al., 2018）、 今

後の活用が期待される。

１．Self-sufficient pioneer
２．Environmentally-conscious follower
３．Payment-dependent conservative
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図３：ブートストラップ法を用いて三つ
の因子に関するZスコアを標準誤差
と と も に 図 示 し た 例。Zabala et 
al.（2017）より抜粋。塗りつぶさ
れた図形は、他の因子と有意に異な
る値であることを示している。
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　５．Q方法論とアンケート調査の統合を通じた一般化

　Q研究によって抽出された視点はPセットと類似あるいは異なる属性を有す

る人々にどの程度当てはまるのか。そうした視点はどのような要因によって生

み出され、また何を生み出しているのか19。これらの問いに取り組み、標準的

な統計分析の枠組みで仮説を検証することは、伝統的なQ方法論にとって難し

かった。もちろんQ方法論の関心は少数のサンプルに対する深い調査であるか

ら、これらの問いはQ研究にとって主要な関心の埒外にあると考えることもで

きる20。しかしながら、こうした問題を解決し、Q研究で得られた成果を一般

的な知見へと展開しようとする動きもかねてから存在した（Thompson et al., 

19　確かに伝統的なQ方法論の枠組みでも、各視点とその他属性との相関を分析す

る こ と は で き な い わ け で は な い（Galekop et al., 2019 ; Zeemering, 2009 ; 

Conover & Feldman, 1984）。例えばSelden et al.（1999）は、抽出されたタ

イプと政治的イデオロギーなどとの関連を分析している。しかしながら、標準

的なQ研究において扱われるサンプルは少ない上に、Pセットは母集団における

意見の多様性を引き出すことができるように設計されているため、そこで見出

された関連性が、母集団全体にどの程度当てはまるのかはよくわからない。し

たがって、標準的なQ研究の枠内における各視点とその他属性との関連の分析に

は、やはり慎重を要する。

20　Stenner（2009）は、Q方法論を開発したStephensonが一般的な統計分析の

枠組みの中でQ方法論を位置付けることに対し忌避的であった点に着目し、Q方

法論の特異性を強調している。ただ、確かにStephensonはQ方法論を独自の枠

組みで捉えていたが、同時にアンケート調査等を通じた知見の一般化の必要も

認識していたので（Stephenson, 1953, p. 190）、Q方法論とアンケート調査と

の連携という近年の動向はStephensonの立場を踏まえてもポジティブに捉えう

るものであろう。
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1983）。ポイントとなるのはQ研究とアンケート調査との接続の仕方である21。

以下では、近年発展を遂げているこのテーマについてのレビューを行う。

　 一 つ 目 の 方 法 は、Brownの 標 準 化 因 子 指 数 ス コ ア 法（Brown’s 

Standardised Factor Index Score）（Brown, 2002）である22　23。Qセットの

一部をそのままリカート法に基づくアンケート調査に組み込んだ上で、一定の

手続きに基づき各因子の傾向をどの程度示すのかについてのスコアを算出す

る。こうしたスコアを使って、母集団における各因子の分布を検討し、各因子

とその他の特徴との相関関係を検証する（Grimsrud et al., 2020 ; van Exel et 

al., 2008）。後述するTalbottのQブロック法との対比では、回答者が各因子に

完全に振り分けられるわけではない点に特徴がある。

　アンケート調査で使用するアイテムは、２つの条件を満たす必要がある。第

一に、少なくとも１つの因子にとって顕著な（salient）アイテムである。例

えば、各因子配置において両端あるいは端２列に置かれていることなどが条件

21　このようにQ方法論とアンケート調査を統合した手法は、Baker et al.（2010）

によってQサーベイ法（Q-survey methods）、Grimsrud et al.（2020）によっ

て一般化Q手法（generalised Q method）、Mason et al.（2018）によってQに

基づくアンケートデザイン（Q-based survey design）などと呼ばれている。

22　 単 に 尺 度 構 築 法（scale creation） と 呼 ば れ る こ と も あ る（Danielson, 

2009）。

23　Mason et al.（2018）は、この方法と似たアプローチでQ方法論とアンケート

調査を組み合わせている。Q研究で各因子の傾向を強く示すアイテムを特定し、

それをアンケート調査で用いて、アンケートに答えた者がどの程度、各因子の

傾向を示すのかを測定するという意味では、Brownの標準化因子指数スコア法

と同じである。ただし、Masonらは、Brownのスコアのような重み付け処理は

行っていない。一つの因子においてのみ非常に強く同意された、あるいは同意

されなかったアイテムをピックアップし、一部のアイテムを反転項目としつつ

全ての値を足しあげるのみである。
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となる。第二に、特徴的な（distinguishing）アイテムである。他の因子に対

して十分な識別性を有する必要がある。ブートストラップ法を組み込んだQ方

法論的因子分析を行っていれば、この点は客観的に評価することができる。こ

れらの条件を満たし、各因子に関して顕著で特徴的なアイテムをほぼ同数選択

してアンケート調査で利用する。

　標準化因子指数スコアの作り方は以下の通りである。まず、各因子の測定に

使うアイテムに関して信頼性の検定を行う。もし信頼性を低下させるアイテム

があれば適宜、除外する。その後、反転項目については反転処理を行った上

で、因子スコアの絶対値と掛け合わせる。こうして得られた数値を各因子に対

応する全アイテムについて足しあげる。これを因子指数スコア（factor index 

score）と呼ぶ。各因子の傾向を測定するアイテムの数にばらつきが存在しう

るから、相互比較が可能となるようにこの因子指数スコアは標準化される。こ

うして得られるスコアがBrownの標準化因子指数スコアである。このスコア

を使ってより多くの人々の間に、各視点がどれだけ存在するのか、そうした視

点がいかなる変数と結びついているのか、を一般的な統計分析の枠組みで検証

する。

　 第 二 の 方 法 はTalbottのQブ ロ ッ ク 法（Talbott’s Q block） で あ る

（Talbott, 2010）。Brownの標準化因子指数スコア法と同様に、各因子に関し

て顕著で特徴的なアイテムをアンケート調査では利用するが、回答者はこれら

一つ一つのアイテムを評価するわけではない。Q「ブロック」法という名前に

も表れている通り、この方法においては各因子に対応するアイテムの組み合わ

せ（ブロック）を作成する必要がある。例えば、先行するQ研究において３つ

の因子が抽出されたとする。これらの因子に対応する３つのアイテムで１つの

ブロックを作成する。その際、それぞれのアイテムのZスコアは正か負で統一

する必要がある。こうしたブロックを複数作成して、アンケート調査で利用す

る。アンケート調査において回答者はブロックごとに各アイテムについて自ら

の考え方との合致の程度を評価する。この結果をもとに回答者を各因子に当て
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24　どういったスコアを割り振るのかに明確な決まりはなく、１、５、12といっ

た数値でも構わない。仮にこうしたスコア化をすれば、回答者を２つの因子に

重複してカウントすることを避けやすくなる。

25　Danielson（2009）によって与えられた名前である。Baker et al.（2010）は、

縮約因子記述自己類型化法（Self-categorisation to abbreviated factor 

descriptions）というやや複雑な名称で同じ手法のことを呼んでいる。

はめていく。例えばZスコアが正のブロックについては、最も同意するものか

ら順に１、２、３という数値を、逆に負のブロックについては、３、２、１と

いう数値を割り振る24。全ブロックについて数値を割り振ったら、各因子につ

いてその数値を合計する。この数値が最も小さい因子に回答者は分類されるこ

ととなる。

　Qブロック法を利用した研究としては、Baker et al.（2010, 2014）がある。

彼らは医療サービスに関する資源配分について市民の価値観の抽出とその分布

の推定をQブロック法によって行っている。この方法の主要な問題点として

は、ブロック化の方法と数に明確な基準がないこと、２つ以上の因子に関連す

る個人を考慮できないことなどを指摘することができる。

　最後にナラティブ評価法（narrative evaluation）である25。標準化因子指

数スコア法やQブロック法はQセットを構成する個別のアイテムを何らかの形

でアンケート調査において利用するが、ナラティブ評価法は各因子の特徴を示

すまとまった文章（ナラティブ）を使用する。各アイテムという個別の要素で

はなく、ナラティブの形式をとる各因子への総体的な評価を回答者に求めてい

るという点で、Q方法論の特徴が維持された手法といえる。

　アンケート調査では、各因子の特徴を総体的に反映したナラティブのどれに

自分が一番近いのかを尋ねたり、それぞれのナラティブに関してリカート法で

自分の考えとの合致の程度の回答を求めたりする。例えば医療サービスに関す

る態度について調査したDonaldson et al.（2010）は「平等主義、権利、アク



行政社会論集　第 33 巻　第１号

－　　－22

セスの平等」と名付けられた因子に関して次のようなナラティブを利用してい

る

　「私は医療サービスへのアクセスはすべての市民にとっての基本的な権利だ

と思う。それは個人や社会、家族の環境ないし生活スタイルと結びつけられる

べきではなく、サービスを必要とするすべての人が平等に医療を受けることが

重要である。医療を受ける前後の生活の質がどういったものか、過去に医療

サービスを受けたことがあったかどうか、過去に医療サービスに金銭的な貢献

があったかどうか、民間の医療サービスに関する支払い能力があるかどうかに

関わらず、すべての命は等しく価値を持つ。」

　こうしたナラティブをうまく作ることができなければ適切な測定は難しい

が、どうやってナラティブを作成するのかという手続きは十分定式化されてい

ない。例えばMason et al.（2016）は、各因子について顕著で特徴的なアイテ

ムを元にそれぞれのナラティブを作成したと述べるに留まっている。

　６． 調査コストの削減

　調査コストの高さはQ研究における大きな課題であった。多くのQ研究は参

加者にカードを渡し対面式でQ分類データの収集を行う。この方法では場所や

人手の面で大きな負担が発生することとなる。こうした負担がQ研究への敷居

を高めてきたことは言うまでもない。

　こうした調査コストの大きさは、より大きなPセットを確保することを妨げ

る要因ともなってきた。Q研究で抽出された視点は、基本的には当該Q研究で

扱った人々に関して妥当するものである。したがって、Q研究によって得られ

た視点が、より多くの人々の視点を類型化する上で妥当なものであるかどうか

を直接検証することはできない。先に述べたようなアンケート手法を組み込
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26　QMethod Softwareなどの一部のツールは、Qセットや指示文を日本語で打ち

込むことができるため日本での調査に応用可能である。ただ、それらのツール

み、知見の一般化を目指す方法を使っても、あくまで先行するQ研究の知見を

前提に設計されている以上、事情は変わらない。確かにQ方法論はPセットの

大きさにあまり関心を持たないものの、こうした問題に対処する方法の一つが

より大きなPセットを確保することであった。より大規模なPセットを確保す

るためには、調査コストをいかに下げることができるかはポイントとなるであ

ろう。

　調査コストを下げるためにはどのような方法が考えられるのか。まず試みら

れたのは小さなカードを郵送し、自宅等のスペースで参加者にQ分類の実施を

求める方法であった（Wilkins et al., 2001）。ただ、人数分のカード一式をそ

ろえる必要があり、やはりコストは大きくなりがちである。

　カードを利用せず、あくまで質問紙によってQ分類の実施を目指す研究も存

在する（Howard, 1995）。例えば、Cable & Parsons（2001）やSong & Ko

（2017）である。参加者はQセットが書かれた紙のリストを使い、最も同意す

るものから順に選び、そのたびにリストの中からそのアイテムを抹消する。こ

れを繰り返すことでQ分類の完成を目指す。しかしながら、この手法は、アイ

テム間の相互比較を柔軟に行いつつQ分類を行うことができないという問題を

抱えている。

　近年注目を集めているのはオンラインによってQ研究を行う方法である

（Castelein et al., 2019 ; Walker et al., 2018; D’Amato et al., 2019 ; Lutfallah 

& Buchanan, 2019）。 最 近 で はQ-SorTouchやQ-Perspectives、POETQ、

QMethod Softwareなどの操作性の良いオンラインツールが開発されており、

Q研究は我々にとってより身近なものとなっている。ただし、日本語に完全に

対応したプログラムはまだ提供されていない26。これらのオンラインツールの
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中には、Q分類が終わった後に、特徴的な位置に置かれたアイテムについて簡

単なコメントを参加者に求める機能も追加されているものもある。例えば

POETQである。こうした定性的なデータによって、事後インタビューを一定

程度代替することが可能となる。

　オンラインツールを使えば、従来は難しかった国際比較調査も低コストで実

施可能となる。例えばDurose et al.（2016）は、POETQを利用してデンマー

ク、イギリス（イングランドとスコットランド）、オランダという３か国147

人分のQ分類データを収集している。

　７．今後の展望

　1930年代にStephensonによって開発されたQ方法論は人々の視点を総体的

に明らかにする研究方法として近年注目を集め、世界的に見れば研究数も増加

している。その背景には、混合手法としての有用性だけではなく、Q方法論の

技術的な改善の進展もあった。本稿は、1) Qセットの作成方法、2) 因子分析、

3) アンケート調査との統合方法、4) 調査コストの削減方法、という４つのト

ピックにわたってQ方法論の技術的な改善に寄与した近年の研究を紹介した27。

　1) によって適切な測定が、2) によって妥当かつ信頼性の高い因子抽出が可

能となる。こうした厳密なQ研究をより大きなサンプルに対して実施するには

4) に取り組む必要が高く、以上のQ研究の知見をアンケート手法と組み合わせ

ることでより一般的な知識を得ることができる。

も一部の表記が日本語に対応していないため、利活用には注意が必要である。

27　これらの方法論的改善を組み入れた発展的なQ研究に、筆者らによって構成さ

れる特別区制度研究会は現在、鋭意取り組んでいる。今後の成果に期待しても

らいたい。
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　Q分類データがすでに手元にあり、なおかつ統計的知識があれば、2) の改善

はすぐにも可能である。他方で、通常のQ研究に加えてアンケート調査を行う

3) や、日本語での調査には専用のオンラインツールの開発が必要な4) には時

間も費用もかかる。それぞれの研究者がどういったリソースを利用できるのか

を踏まえて、これらの改善に適宜取り組むことが必要となるであろう。

　本稿で扱った諸研究はいずれも、Q方法論の研究手法としての客観化、知見

の一般化を目指し、Q研究の普及を志向したものである。とはいえ、アンケー

ト調査との統合方法など、いまだ標準的な方法が確立していないトピックも存

在する。Q方法論の発展に向けてさらなる改善が期待される。
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